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準市場（Ｑｕａｓｉ－Ｍａｒｋｅｔｓ）の経済学 ：小野説

とブリストル大学グループ等の議論の相違
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１． 文　献　回　顧

　まず，私がｒ準市場（Ｑｕ・・１－Ｍ・・ｋ・ｔ・）の経済学」の ｌｄｅａ とそのｆｒａｍｅ－ｗｏｒｋをどのように持

つにいた ったのか，長い試行錯誤と暗中模索の中で一つのシステムの完成に向けてその準備とし

て書いた個々の論文の記録を通じて簡単に述べておこう 。

　私がｒ準市場経済」（Ｑｕ・・１－Ｍ・・ｋ・ｔ　Ｅ・・ｎ・ｍｙ）という ｃｏｎｃｅｐｔを提起したのは，１９８６年１２月号と

１９８７年２月号の「経済発展論一Ａ．ガーシェンクロンとＡ．マーシャルそして日本の経済発展への

適用とその限界」（上）（下）一『立命館経済学』（第３５巻，第５ ，６号）であ った。１９８７年２月号の論

文（下）では，戦前をも含めた日本経済発展の複合的諸要因のリストを挙げた折りに，「準市場

経済」（Ｑｕ。。１－Ｍ。。ｋ．ｔＥ。。ｎｏｍｙ）について次のように述べた。「新古典派経済学で云う資源が市場

における価格形成を通じて最適に配分されると云う欧米型の市場経済でない，Ｘ効率を含む別

の種類の効率を意味する大量生産経済システムー私はこのシステムを準市場体制（Ｑｕ。。１－Ｍ。。
ｋ．ｔ

Ｅｃｏｎｏｍｙ）というコンセプトで把握しておきたい」（ｐ５３），と 。この時，この引用に次のような
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注をつけたが，若干の修正をほとこして再現しておこう 。「日本経済の体質をとう考えるのか ，

三種類の所説が考えられよう 。１）戦前戦後を通じて日本の経済発展は，ワルラス経済学のよう

な自由な価格メカニズムを媒介にして実現されたもので去∴という見解，２）戦前の日本経済は

確かに財閥などの存在のために，市場メカニズムは十分作動していなかったけれど，戦後はプラ

イスメカニズムが作動して，資源が満足のいくように効率的に配分されたという見解，３）戦前

も戦後も日本経済の体質は均衡体質を持 っており ，伸縮価格の市場メカニスムが ｗｏｒｋｍｇとし

て資源が最適に配分されたので，日本経済は新古典派型経済であるという見解。１）については ，

Ｒｏｎａｒ１ｄ　Ｄｏｒｅ，Ｇｏｏｄｗ１１１ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｓｐ１ｒ１ｔ　ｏｆ　Ｍａｒｋｅｔ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ，Ｔｈｅ　Ｂｒ１ｔ１ｓｈ　Ｊｏｕｍａｌ　ｏｆ　Ｓｏｃ１ｏ１ｏｇｙ

（Ｖ．１ＸＸＸＸＩＶ，Ｎｍｂ。。 ４． １９６３）が参考になる。２）については，最近では，香西泰 ・原田泰「日

本の経済発展 ・再考」（『東津経済』臨時増刊，近代経済学シリーズＮ 。． ６８－７３，所収）がこの立場の一

例である。両氏は日本の良好な経済発展は，中央集権的経済政策の成功によっ ているという従来

の「通説」＝米国商務省の「日本株式会社」論（これが通説であると云えるのかとうか疑問が残るが）

は誤りであ って，日本の顕著な経済発展の「最重要要因」はｐｒｏ丘ｔ－ｓｅｅｋｍｇの活動にあ ったとす

る。 これは，新古典派の理論的枠組みに回帰したもので，丁度，一部のマルクス経済学者が日本

の経済的成功は単純に搾取率が高かったからだというのと同じようなに平凡な結論である。非マ

ルクス経済史家の有益な数量経済史の研究もよいが，日本の経済体質についてももっと真っ正面

からの議論が望まれる」（ｐｐ ．５７ －５８）。

　私の「準市場経済（Ｑｕａ．１－Ｍａ．ｋｅｔＥｃｏｎｏｍｙ）の１ｄｅａ は会社の内部組織（「日本の経済発展過程の理

論化をめぐる方法的諸問題」ｎの（１）日本的経営をめぐる論争『立命館経済学』１９８５年１２月号，「新しい企業

理論のパラダイムに向けて一日本の企業行動の特質の概念化への準備一」『立命館経済学』１９８７年８月号）
，

戦前 ・戦後の日本経済発展史における政府と市場との関係の初歩的な帰納法的考察（「日本の経済

発展過程の理論化をめくる方法的諸問題」の１の（２）日本の産業政策管見『立命館経済学』１９８５年１２月号）か

ら獲得したものである。そして，その後さらに，この「準市場」の眼で日本の金融市場の発展と

労使慣行や労働市場の歴史的考察を進めた（「日本の金融システムーメイン ・バンク制と企業との関係

一」『立命館経済学』１９９４年６月号，「賃金決定理論と明治 ・大正期の労働市場」１９９５年８月号，「賃金決定

メカニズムと杜会関係」『立命館経済学』１９９５年１２月号）。 この考察に当た って，単なる経済理論の機

械的適用や事実の些末王義的記述に陥らないように，経済理論と歴史的経験的統計的事実の間の

緊張関係を維持するように心掛けた 。

　『立命館経済学』の１９８８年４月号に「準市場経済（ｑｕ。。１－ｍ。。ｋ．ｔ。。。ｎ．ｍｙ）と市場経済一「準市

場（ｑｕ。。１－
ｍａ．ｋ．ｔ。）の経済学」の定立と関連して」という論文を書いた。この論文で，経済学史

上における市場のｃｏｎｃｅｐｔの考察と経済発展と経済システムにおける日本のみならずＷａｄｅ

［１９９０１を参照にしながら韓国と台湾の経験をも考察の対象に入れて，「市場の経済学」でなくて

「準市場の経済学」のｆｒａｍｅ－ｗｏｒｋをかなり具体的に提示した 。

　準市場（ｑｕ。。１－ｍ。。ｋ．ｔ。）のｃｏｎｃｅｐｔの提唱は，内容の相違はあるものの，私の方が以下に述べ

るイギリスのブリストル大学のグループより ，２～３年早か った。しかし，『立命館経済学』と

いう１ｏｃａ１な ｒｅｆｅｒｅｅの厳正な査読のない大学の紀要のうえに，日本語で論じたのでは，欧米等

の先進的な学界で知られないのは当然であろう 。

　私は，「準市場の経済学」の思索に没入しており ，このテーマに何らかの関係ある英米の本は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９５）



　２０　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

出来る限り目を通したけれど，雑誌論文は全くと言っていいほど読んでいなかった。私がこの研

究をし始めた頃，このテーマに間接的にはともかく直接参考になる日本語及ぴ英語の文献は全く

なか った。今でもない。私は，１９９３年頃，Ｍ皿ａｋａｍ１ ＆Ｐａｔｒ１ｃｋ　ｅｄｓ［１９８８１所収の今井賢一論

文に ‘ｑｕａｓ１ｍａｒｋｅｔ’という用語が出ていることをたまたま知 った。今井は，そこで，「準市場」

を市場と組織の中問に位置づけるという程度で，詳細な説明を与えていない。Ｓｃａｎｄｍａｖ１ａｎ

Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ，Ｖｏ１８，ＰＰ８１－８３．１９９２でＳ　Ｊｏｎｓｓｏｎ がｑｕａｓ１－ｍａｒ
ｋｅｔｓ という ｅｄ１ｔｏｎａ１

を書いている。「公共部門における政治決定によっ て創り出された準市場の失敗」という叙述に

あるように，それは自由市場より効率の悪い市場と考えているようである 。

　１９９７年の末に，Ｓｍｏｎ　Ｄｅａｋｍ　ａｎｄ　Ｊｏｎａｔｈａｎ　Ｍ１ｃｈ１ｅ　ｅｄｓ の‘‘Ｃｏｎｔｒａｃｔｓ，Ｃｏ－ｏｐｅｒａｔ１ｏｎ，ａｎｄ

Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｏｎ，Ｓｔｕｄ１ｅｓ　ｍ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｌａｗ
’’

（Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９９７ｐｐ

ｘＩＩ４２３）を入手し，Ｐａ汀ＩＩ　Ｐｕｂ１１ｃ　Ｓｅｃｔｏｒ　Ｃｏｎｔｒａｃｔｍｇ　ａｎｄ　Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔを読み，イギリスの

Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙｏｆＢｒ１ｓｔｏ１のＴｈｅＳｃｈｏｏ１ｆｏｒ ＡｄｖａｎｃｅｄＵｒｂａｎＳｔｕｄ１ｅｓのＯｃｃａｓ１ｏｎａｌＰａｐｅｒｓ や

Ｗｏｒｋｍｇ　Ｐａｐｅｒｓ やＴｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｊｏｕｍａｌ，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ，１９９１なとから，福祉国家と関係で

ｑｕａｓ１－ｍａｒ
ｋｅｔｓ を議論した文献がかなり出ていることを迂閥にも知らなか った。フリストル大学

のＳＡＵＳは，１９８９年にＱｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ　Ｐｒｏｇｒａｍｍｅ を開始した（Ｊ　Ｌ・Ｇ・・ｎｄ＆ｗ　Ｂ
・・１・ｔｔ　ｅｄ・

，

“Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ　ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｐｏ１１ｃｙ，Ｍａｃｍ１１ｌａｎ，”１９９３，Ａｃｋｎｏｗ１ｅｄｇｅｍｅｎｔｓ　この本はこのＰｒｏｇｒａｍｍｅの成

果である）。 また上述のＴｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｃ　Ｊｏｕｍａ１のＰｏ１１ｃｙ　ＦｏｒｕｍのＥｄ１ｔｏｒ１ａ１Ｎｏｔｅ は‘Ｍａｒｋｅｔｓ

ａｎｄ　Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ　ｍ　Ｓｏｃ１ａ１Ｓｅｒｖ１ｃｅｓ’となっ ている 。ＬＳＥ　Ｍａｇａｚｍｅ　Ｗｍｔｅｒ１９９７のｂｏｏｋ

ｎｏｔｅｓ によると ，‘‘Ｃｅｎｔｒａ１Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ　Ｔｈｅ　Ｃａｓｅ　ｏｆ　Ｈｅａ１ｔｈ　Ｃａｒｅ
’’

ｂｙ　Ｇａｒｏ１

ａｎｄ 　Ｊｕ１１ａｎ　 Ｌｅ　Ｇｒａｎｄという論文集が出版されているが未見である 。

　本稿の目的は ，Ｕｍｖｅｒｓｌｔｙ　ｏｆ　Ｂｒ１ｓｔｏ１やＬｏｎｄｏｎ　Ｓｃｈｏｏ１ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓの学者達のｑｕａｓ１－ｍａｒ－

ｋｅｔｓ に関する議論の軸点を紹介し，あわせて私の与えたｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓの意味と彼等のそれとの

相違について述べることである 。

　私が，Ｏ１１ｖｅｒ Ｗ１１１１ａｍｓｏｎ がｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓ なる用語を初めて使用していることを知ったのは ，

１９９７年末から１９９８年初頭頃に，Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｊｏｕｍａ１（ｓｅｐｔｅｍｂ・・１９９１）のＪｕ１１ａｎ　Ｌｅ　Ｇｒａｎｄの

論文 ‘Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ　ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｐ
ｏ１１ｃｙ

’を読んで，その注の中でＯ１１ｖｅｒ　Ｗ１１１１ａｍｓｏｎ が

ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓの用語を初めて使用した人であるとして指摘しているからである。その後読んだ ，

Ｇｒａｎｄ＆Ｂａｒｔ１ｅｔｔ［１９９３１のｍｔｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ で， 次のように述べている 。「ｑｕａｓ１－ｍａｒヒｅｔｓの用語は

ＳＡＵＳのＱｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ　Ｐｒｏｇｒａｍｍｅの立ち上げを導いた初期の議論の一つ中でのＧ１ｅｎ　Ｂｒａｍ －

１ｅｙの議論から来ている。しかしながら，我々は，その後，それは，この種の文脈では ，Ｏ１ｉｖｅｒ

Ｗ１ｌ１１ａｍｓｏｎ によっ て初めて使用されていることを発見した」（ｐ２）と 。

　それでは，Ｗ
１ｌ１１ａｍｓｏｎ は， 彼の著，‘‘Ｍａｒｋｅｔｓ　ａｎｄ　Ｈｌｅｒａｒｃｈ１ｅｓ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ　ａｎｄ　Ａｎｔ１ｔｒｕｓｔ　Ｉｍ －

ｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓ　Ａ　Ｓｔｕｄｙ　ｍ　ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｍａ１Ｏｒｇａｍｚａｔ１ｏｎ
’’

（Ｔｈｅ　Ｆｒｅｅ　Ｐｒｅｓｓ，１９７５）において

ｑｕａｓ１－ｍａｒ
ｋｅｔｓ をどのように説明しているのか。内部組織の研究は「準市場（ｑｕ。。１－ｍ。。ｋ．ｔ）およ

ぴ非市場的組織（ｎ・ｎｍ・・ｋ・ｔ・・ｇ・ｍ・・ｔ・・ｎ・）（病院，大学，財団なとの非営利組織（ｎ・ｎｐ・・丘ｔ・））およぴ

政府組織（９ｏｖｅｍｍｅｎｔ　ｂ・・ｅ・ｕ・）の行動と成果を研究する際に役立つであろうと思う」（Ｐ８），と

ｑｕａｓ１ｍａｒ
ｋｅｔｓ に関してこのように述べているに過ぎない。Ｉｎｄｅｘ にはｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔの項目はな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９６）
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い。 いうまでもなく ，Ｗ１１１ｌａｍｓｏｎの内部組織論は，新古典派経済学のｈｏｍｏ　ｅｃｏｎｏｍ１ｃｕｓの公

理を目１』提にしている。私の『準市場（Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ）の経済学』は，ｈｏｍｏｅｃｏｎｏｍ１ｃｕｓの公理

を超えたところで議論している 。

　英国の学者達における準市場の分析の対象は，準市場現象（ｑｕ。。１－ｍ。。ｋ．ｔ．ｐｈ．ｎ．ｍ．ｎ．ｎ）として ，

公共部門や杜会政策に限定されているように見える。とはいえ，Ｇｒａｎｄ［１９９１１によれは ，

ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓの現象は普遍的なもので，その背後に根本的なベクトルが作動していることを示

唆している ，と 。Ｇｒａｎｄが挙げているｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓ　ｐｈｅｎｏｍｅｎｏｎ は民問部門では，厳格な中央

集権的な垂直的な管理から，分権的管理への傾向が見られるようなＰｏｓｔ－Ｆｏｒｄ１ｓｍの変化，もっ

と広げて云えば，最も顕著な例として，東欧諸国における大規模な中央集権的な組織からの一般

的な乖離（この傾向はほとんどの西欧諸国でも同じ）である 。

　それでは，このような流れは何故生じるのであろうか。その理由はそれほど明白でないけれど ，

一つは新しい情報と技術の出現かもしれないし，他は官民を問わず大組織の非効率性と非人問的

性格に対する幻滅から来ているのかもしれないし，また労使関係の変化に起因しているのかもし

れない，と 。

２． Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｃｓ　ｏｆ　Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ の命題

　このＴｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓの研究のｍｓｐ１ｒａｔ１ｏｎの淵源は，ｒイキリスの資本王義

を新教資本主義と云うべきであるなら，日本の資本主義は儒教資本主義と云うことが出来ます 。

今までは経済学は主として新教資本主義の定式化とその生理と病理の研究をしてきたのであり ，

日本経済の分析といっ ても ，新教資本王義の論理を借用していたのに過きません。しかし，儒教

資本主義が……単なる歴史的偶然でないことは，すでに１００年の日時が証明するところであり ，

その生命力，発展力，効率性は充分経済学者の学問的興味の対象になりうると信じます。消費者

は効用を極大にし，企業は利潤を極大にすると云うお定まりの物語では日本資本主義は明らかに

なりません。そして儒教資本主義を定式化することは，経済発展論への重要な貢献になる ・一・」

（森嶋通夫『続イギリスと日本一その国民性と社会』岩波新書１９７８年ｐｐ．１８６－１８７）という言説に遡る 。

　バブル崩壊後の日本経済の長期不況は，８０年代から始まる世界的な情報通信革命と金融の自由

化とそれに続ずく特に冷戦後の資本主義のグローバル化への不適応，有効需要不足下での儒教資

本王義の良き工一トスである公共心の喪失およひ日本の経済システムの長所の放棄とその国内シ

ステムの否定的側面（。舶。１．ｎ．ｙより。。ｏｎｙを重視し過きる）が噴出したものであろう 。経済が成長

期にあるときは，高貯蓄率は経済成長の一つの源泉であ ったが，日本の将来に対する明確なヒジ

ョン（たとえば，まっ たく新しいコンセプトで日本が世界と子孫に誇ることができる美しい都市と農村に再

生するための長期の国土改造計画などが考えられよう 。これで走大な有効需要が換起できる）の欠落から

くる高貯蓄率の使途の閉塞が生産能力がありながら逆に有効需要拡大の阻止要因になっ て長期不

況になっ ている 。

　韓国と台湾の産業化は，明治期と戦後の日本の経済発展をモデルにしている 。

　東アジア第一世代のＮＩＥｓの経済的成功の原因について，二つの見方があり ，両者の問で論争

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９７）
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中である 。

　市場競争と自由貿易が成長のエンジンであ ったとする新古典派のいわゆるｍａｒｋｅｔ－ｏｒ１ｅｎｔｅｄな

見方と ，もう一つは ，Ｓｔａｔ１Ｓｔ 解釈で，国家が成長のエンジンであ ったとする見方である。勿論両

者の区別は常に明白だというわけではない。両社の折衷的アプローチもある（Ｃｈｏｗｄｈ皿ｙ＆

Ｉｓ１ａｍ［１９９３１３Ｅｘｐｌａｍｍｇ　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｓｕｃｃｅｓｓ　Ｂｅｔｗｅｅｎ　ｔｈｅ　Ｓｔａｔｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｍａｒ
ｋｅｔ）。

　このＴｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓの研究はこのような二つの論争に大きな関心を持ち ，

貢献したいと願っている 。

　１）　目　　　的

　この研究は，一方で，日本経済史の考察と ，他方で，市場のｃｏｎｃｅｐｔについての経済学史的な

検討を通じて，日本と東アジアにおける，政府と市場の関係，会社の内部組織，労使慣行，金融

市場の発展を含む一般理論を構築することである 。

　２）対　　　象

　この研究は，Ｅａｓｔ　 Ａｓ１ａｎ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ をＴｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｃｓ　ｏｆ ‘Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔ’という形で展開し

たものである。といっ ても ，日本の明治 ・大正期及び昭和初期の経済発展と経済システムを主に

対象にしたものである。にもかかわらず，この時期の複雑な事実を観察すると ，第二次世界大戦

後の日本の高度成長期と明治 ・大正期及び昭和初期の経済発展の現象との間に相似型を発見する

事が出来る。それは，政府の産業の保護育成や市場の形成と介入という点で，第二次大戦の前と

後の時代は連続しているからである。そして，これに関しては，韓国，台湾も同型の産業政策を

共有している。韓国，台湾の間には異なる点は多く存在するが，それは副次的な側面であり ，与

件として取り扱われている 。

韓国と台湾の経済発展と経済システムの優れた理論的実証的分析は，Ｒｏｂｅｒｔ　Ｗａｄ ｅ， Ｇｏｖ －

ｅｍｍｇ　ｔｈｅ　Ｍａｒｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｔｈｅｏｒｙ　ａｎｄ
　ｔｈ
ｅ　Ｒｏ１ｅ　ｏｆ　Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　ｍ　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１１ｚａ

－

ｔ１ｏｎ（Ｐｍ。。ｔ．ｎ　Ｕｍｖ。。。１ｔｙ　Ｐ
。。。。，１９９０）から多くの示唆に富む知識を得た。彼は絶えず，経済理論

と東アジアの非新古典派的事実を対比させながら議論している。Ｗａｄｅ は， 次のＴｈｅ　Ｗ
ｅａ１ｔｈ　ｏｆ

Ｎａｔ１ｏｎｓ が書かれるときに，Ｓｍ１ｔｈは国家による市場の管理に対してはもっと好意的なものと見

なすであろうと指摘している（ｐ．３８１）。

　３）方　　　法

　この研究のアプローチは，主流派経済学の狭い領域から自由になっ て学際的な眼で東アジアの

経済を観察することである 。

　東アジアの経済発展と経済システムを考察するために，経済学の一定の対象への適用という通

常の一元的方法にこだわらず，多元主義的方法が採用されている。このような方法を取り入れた

のは，特に，東アジアの研究には伝統的な一元的方法によるだけでは成果が乏しかったように思

われたからである 。

　経済学，社会学，政治学の成果を機動的に駆使し，東アジアの経済発展と経済システム，また

それを支える経済主体の行動を総合的に理解しようと試みた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８）
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４）命　　　題

　今日の成功した東アジア的経済発展様式（ＥａｓｔＡｓｌａｎｍｏｄｅｏｆｅｃｏｎｏｍ１ｃ ｄｅ．ｅｌｏｐｍｅｎｔ）の原型は ，

明治期の日本（１８６８～１９１２）に遡る。多くの西欧の経済学者の失敗は，東アジアの経済発展にお

ける政府の役割が，すでに，ケインス革命以前に始じまっ ていたことを認識出来なっ かたことで

ある（Ｋｗ．ｎ［１９９４１ｐ．６３５）。 明治日本は，西欧から科学と技術を導入しながら，独自な方式で経

済と産業を組織した 。

　ケインズは，明治期日本の経済発展における政府の役割を知らなかったけれど，『一般理論』

以前に，産業政策としての政府の役割を認めていたことが最近議論されるようになっ てきた。こ

のことは，４　ケインスの産業政策論と『準市場（Ｑｕ・・１－Ｍ・・ｋｅｔ・）の経済学』で議論される 。

　第１命題国家対市場又は政府対市場という二項対立の二分法（ｄ。。ｈ．ｔ．ｍｙ）アプローチを否定

し， 政府と市場の役割という ｓｙｍｂ１ｏｔ１ｃ な二つのモメントを含む準市場（Ｑｕ。。。一Ｍ。。ｋ．ｔ。）という

ｃｏｎｃｅｐｔを採用した。これは実体概念のみならず方法概念である。準市場は本質的に資本主義経

済である 。

　市場競争と自由貿易が成長のエンジンであるとする新古典派のｍａｒｋｅｔ　ｏｒ１ｅｎｔｅｄな見方と ，も

う一つは ，Ｓｔａｔ１Ｓｔな解釈で，国家が成長のエンジンであるとする見方があるとすでに述べた・こ

の研究はこの二つの見解から云えば，論理的には折衷的立場にある。しかし，それは日本におけ

る政府と市場の関係の現実的矛盾が，論理上折衷的立場をとらせているのである 。

　第２命題 ：東アジアでは，政府が長期的また積極的に市場に介入してきた経済である 。

　新古典派経済学では政府の介入は，あくまで市場を補完するものとして認めるのであり ，政府

介入の位置づけは消極的なものである 。

　また，ケインズ経済学は，景気循環対策として政府の市場介入を承認するものであ って，その

介入は短期的な有効需要管理政策である。ケインズシステムは混合経済システムを構成する 。ケ

インスは景気対策として公共投資を重視したが，産業の国有化や政府による個別企業への援助に

反対した。しかし，『一般理論』以前のケインズは，政府の役割として　（１）膨大な量の産業経

済の知識の収集，（２）その普及に対する責任，（３）産業の災厄に対して前もっ て備える，ことで

あるとした。この点については上述した４で言及される 。

　これに対して，東アジア政府は，市場に積極的かつ長期的に介入して，経済発展，工業化を図

ってきたのである。このタイプの経済システムを，新古典派型やケインズ型の混合経済システム

と区別してｒ準市場」（ｑｕａｓ１－ｍａ・ｋｅｔ・）経済と呼んで，両者を区別した。この区別は，政府と市場

の関係を考察するとき ，些細な区別でなく ，非常に重要な区別である 。

　第３命題 ：経済的交換には市場的交換と非市場的交換がある（Ｈｏｄｇ。。ｎ［１９８９１ｐ．１７７
．）。

　準市場（ｑｕ。。１－
ｍ。。ｋｅｔ。）は非市場的交換である 。現代の市場経済では準市場（ｑｕａｓ１－ｍａ．ｋ．ｔ。）の

領域は予想される以上に大きい 。

　自由市場と準市場の比率は国によっ て異なる 。

（１９９）



２４　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

　第４命題 ：経済発展の問題は，現代の世代が将来の世代の経済厚生のために，今の厚生をどれ

だけ犠牲にするかという世代問分配の問題に帰着するとすれは，現代の世代が将来の世代のため

に経済厚生を犠牲にする工一トス，イデオロギーは何か 。

経済的に成功した東アジア諸国の工一トス，イデオロギーは儒教である 。

３． ブリストル大学グルー プ等におけるＱｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ 理論の展開

　１）Ｑｍｓｉ－Ｍ趾ｋｅｔｓ の目的，定義そして性格

　イギリスの福祉国家時代においては，公共部門の各種サービスの供給は官僚的メカニズムにお

いて決定された。この官僚メカニズムに市場の要素を導入し，官僚組織の欠陥を克服しようとす

る試みのために準市場（Ｑｕ。。ｉ－Ｍ。。ｋｅｔ。）が出現した 。

　官僚組織の欠陥は，金融と配分が官僚によっ て独占されていることからくる非効率性，消費者

のｎｅｅｄｓ に対する反応の欠如，供給者と購買者の情報の非対象性（。。ｙｍｍ。伍ｙ）である（Ｇ。。ｎｄ＆

Ｂａ血１ｅ廿［１９９３］ｐ．３５
，ｐ
．９３
，ｐ
．９５）。

　初期の，１－１で述べたように（１９８９年において初めてＳＡＵＳでＱｕ。。１－Ｍａ．ｋｅｔＰ．ｏｇ．ａｍｍｅ が着手

された）ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓの研究は準市場の改革の目的に照合しうる条件の確立やその改革の初期

の局面を分析することに限定されている。しかしその後この研究の文献は急速に増え，この新し

い社会的ｍｎＯＶａｔ１Ｏｎの研究は社会科学の研究者にとっ て非常に魅力的な領域であることが分か

ってきた。それ故，新しい研究はｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓ 改革によっ て提起された問題に基づいて行われ

つつある 。

　ｑｕａｓ１－
ｍａｒ

ｋｅｔｓ は「市場」である。何故なら，独占的な国家の供給者を競争的な独立の供給者

に置き換えているからである 。それらが「準」（ｑｕ。。１）である。何故なら，数多くの重要な点（。

ｍｍｂｅ．ｏｆ　ｋ．ｙ　ｗ．ｙ。）で，通常の市場（。ｏｎｖ舳ｏｎ．１ｍ。。ｋ．ｔ。）とは異なるからである。供給側では ，

通常の市場と同じように，事業会社あるいはサーヒスの供給者の間に競争が存在する。顧客のた

めに競争する独立の機関（学校，大学，病院，居住用住宅，住宅購入協同組合（ｈｏｕ．ｍｇ　ａ。。ｏ．１．ｔ１ｏｎ）
，

地主）が存在する。しかしながら，通常の市場と比較すればこれらの組織は必ずしも利潤を極大

にすることを明確にしていない。あるいは，これらの組織は必ずしも民問の所有にする必要はな

い。 また，これらの非利潤企業（ｎｏｎ－ｐ．ｏ丘ｔｓ　ｅｎｔｅ．ｐ．１．ｅ）の目的はしはしは明白でない
。

　需要側では，消費者の購貝力は準市場では貨幣タームで表現されない。代わりにそれは使用者

に配分された特定のサービスの購入に限定された ‘ｖｏｕｃｈｅｒ’などの形態をとるか，または，単一

の国家購買局（。ｍｇ１。。ｔａｔ．ｐｕ．ｃｈ。。１ｎｇ　ａｇｅｎｃｙ）に集中されるかである。そして，大抵の場合，購買

について選択を行うのは直接的な使用者でない。これらの選択は社会サービス局とか地域保健

（。。ｍｍｍ１ｔｙ。。。。）における責任者（。。。ｅ　ｍ．ｎａｇｅ。）そして保健管理における　般開業医とか保健当

局のような第二者にしはしば委ねられる 。

　「このようにｑｕａｓ１－ｍａｒ
ｋｅｔｓ は， 二つの点で通常の市場と異なっ ている。公的契約のために競

争する非利潤組織，消費者の購買力は単一の購買仲介機関に集中されるか，現金よりむしろ

ｖｏｕｃｈｅｒの形で使用者に配分される 。」（Ｇ。。ｎｄ［１９９３１ｐ．１０）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００）
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　ｑｕａｓ１－
ｍａｒ
ｋｅｔｓ において，政府の一層の挽制（ｆｕ．ｔｈ。。。。ｇｕ１。七。ｎ）が必要であり ，規制は依殊と

して高い。第一に，中央政府はすべての市場における購買者の予算を決める。第二に，若干ある

いはすべての市場において中央政府は供給者と購入者との契約，競争参加者のための質基準，資

本市場へａＣＣｅＳＳ するための条件，資本収益率そして若干の値のルールを設定する。この文脈に

おいて，規制の増加は購買者と供給者との関係，そして過程と成果の各次元を管理することを意

味する 。

　１９７９年Ｔｈａｔｈ
ｅｒ 政権が権力を取った時，福祉部門は英国経済において非市場活動（ｎｏｎ－ｍａ．

ｋ．ｔ

。。ｔｉ．ｉｔｙ）の中で最も大きな領域であ った。社会保障，教育，保健の広大な部分，そして住宅と社

会保障の大きな割合は ，官僚的メカニスム（ｂｕ。。。ｕ。。。ｔ１．ｍ。。ｈ．ｎ１．ｍ）により生産され，配分され ，

そして分配されていた。これらの活動の多くは市場活動を萎縮させた。例えば，国民保健サービ

ス（ｔｈ．Ｎ．ｔ１．ｎ．１Ｈ。。１ｔｈ　ｓ．ｍ。。）は西欧諸国で最大の雇用者で，全体として殆とＧＤＰの１／４を消

費していた 。

　新政権はケインズ的な混合経済へのＣＯｎＳｅｎＳｕＳ に対して戦いを始めた。福祉国家はこの戦いの

直接の犠牲者であ った。しかし，驚くことに，最初の２期間のサ ッチャー政権は福祉国家との直

接の対決を回避した。ｃｏｕｎｃｌ１ｈｏｕｓｅの売却を例外として，１９８７年においても福祉国家の基礎構

造は１９７９年と全く同じであ った。人口の大部分は教育，保健，社会サービス，社会保障について

は依然として国家による資金と供給システムによっ て供給されていた 。１９８７－８８年においてさえ ，

それはＧＤＰの２３％で１９７８－７９年と同じ比率であ った（Ｇ。。ｎｄ［１９９１１ｐ．１２５６）。

　２）Ｑｕａｓｉ－Ｍ砒ｋｅｔの現象と成長

　１９８０年代を通じて，保守党政府は過剰な市場志向改革を押し進めた。国有産業や公益事業は民

営化され，金融サービス部門は１９８６年の
‘ｂｉｇ　ｂａｎｇ’で規制緩和が行われた。地方政府の権力と影

響はサーピスの下請けと ｃｏｕｎｃ１ｌｈｏｕｓｅの売却によっ て小さくなっ た。 しかしながら，上述した

ように，この１０年間は福祉国家は無事であり ，数多くの大きな国家官僚機構を通じて組織され続

けた 。

　１９８８－９０年の「市場化」（ｍ。。ｋ．ｔｉ。。ｔｉ．ｎ）の過程は，保健，教育，地域保健のような領域の公共

サーピスに拡大された。これらの変化を支える立法計画は
，１９８８年のＥｄｕｃａｔ１ｏｎ　Ｒｅｆｏｍ　Ａｃｔそ

して１９９０年のＣｏｍｍｍ１ｔｙ　Ｃａｒｅ　Ａｃｔである 。

　１９８８－８９年に福祉国家に一連のｒａｄ１ｃａｌな改革が導入された。にもかかわらず，基本的に共通し

た要素があ った。即ち，サービスの国家金融が保持されていた。しかし，サービスの供給は

ｒａｄｉｃａ１に変化している。意志決定の分権化，供給側における競争の導入である。国家は第一義

的に福祉サービスの購買者であり ，国家の供給は準市場において相互に競争する対照的に独立し

た供給者システムに置き換えられた 。

　金融の方法もまた変わ った。中央集権的な官庁は主要な購買者として行動し ，ｖｏｕｃｈｅｒ は直接

の使用者あるいは最も普通には使用者を代表する代理人に与えられる 。

これらの変化が初めて起こっ たのは ，１９８８年のＥｄｕｃａｔｉｏｎ ＲｅｆｏｍＡｃｔにより導入された小学校

と中学校の改革の流れであ った 。

　１９８８年のＥｄｕｃａｔ１ｏｎ　Ｒｅｆｏｍ　Ａｃｔ（教育改革法）は次の４つの準市場要素を導入した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１）
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　¢入学選択制（。ｐ。。。。。１．ｔ１。。）　資金供給方式（ｆｏｍ．１．ｆｍｄｍｇ）　地方政府による学校

管理（１。。。ｌｍ．ｎ．ｇ．ｍｅｎｔｏｆｓｃｈｏｏｌ）　学校が地方当局の管理から脱退する自由（ａ　ｆａｃ１１１ｔｙ　ｆ。、

ｓｃ
ｈｏｏ１ｓ　ｔｏ ’ｏｐｔ－

ｏｕｔ’ｆｒｏｍ　ｌｏｃａ１ａｕｔｈｏｒ１ｔｙ　ｃｏｎｔｒｏ１）

　¢の下では，両親は子供の学校を自由に選択することが認められる。　の脱退 ’ｏｐｔｉｎｇ－ｏｕｔ ’

の規定によると ，学校に直接地方当局の資金供与と管理から脱退し，代わりに中央政府から直接

補助金をもらうことが許可される。これらの変化は，本質的に独止した学校の設立そして中央政

府による資金供給が ｖｏｕｃｈｅｒの形で行われる 。

　次の大きな準市場の発展は，Ｎａｔ１ｏｎａ１ＨｅａｔｈＳｅｒｖ１ｃｅａｎｄＣｏｍｍｕｍｔｙＣａｒｅ Ａｃｔで実施された 。

この改革は，従来供給者として行動していた保健当局を，供給者と購買者の単位に分ける，そし
て， 購買者として行動する一般開業医ＧＰを導入する 。

　１９９２年４月までに保健当局において，供給者と購買者の分裂は殆ど完全になる（約１６０のＴｍ．ｔ。

と６００のＧＰ　ｆｍｄ　ｈｏ１ｄｍｇ　ｐｒａｃｔ１ｃｅｓ）。

　１９９０年Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｈｅａｔｈ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　ａｎｄＣｏｍｍｕｍｔｙ　Ｃａｒｅ Ａｃｔの実施で，Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｈｅａｔｈ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ

の改革が行われた。この改革によっ て， 従来供給者として行動してきた保健当局が購買者と供給

者の機能に分けられた。例えは ，（・）ｄ１ｓｔｒ１ｃｔｈｅａｌｔｈａｕｔｈｏｒ１ｔ１ｅｓ とｂｕｄｇｅｔｈｏ１ｄｍｇの一般開業医

ＧＰは，個人，保険会社と同様に購買者になる 。（ｂ）サービスは地方保健局の管理の下にある病院
，

ＧＰ，新しい供給単位であるＮｏｎ－ｐｒｏ丘ｔのＮＨＳＴｍｓｔを含む供給者によっ て供給される。これは ，

管理の分権化である 。保健当局は１９９２年４月までに約１６０のＮＨＳ　Ｔｒｕｓｔと６００のＧＰ　ｆｕｎｄ　ｈｏ１ｄ
．

ｉｎｇがあり ，購買者と供給者の分裂が殆ど完全になる 。

　１９８８年のＨｏｕｓｍｇ　Ａｃｔの下におけるｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔの重要な発展は，Ｈｏｕｓｍｇ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎｓの

拡張である。そして，国の資金供給は，　般的なｂｎｃｋｓ とｍｏｒｔａｒの助成から個人の助成ヘシフ

トしたことである 。

　１９９０年代における福祉サーピスの供給は，過去４０年のそれと非常に異なっ てくる 。

　他のヨーロソパ諸国でも福祉における準市場が発展したし，また，Ｈｏｕｓｍｇ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎｓ によ

って住宅が供給されている。福祉における準市場の発展については，英国は厚生サービスを受け

る購買者問の競争，また契約の供給者間の競争についてはオランタから学んだ（Ｂ。廿１．ｔｔ，Ｐ。。ｐｐｅ、
，

Ｗｉ１ｓｏｎａｎｄ　Ｇｒａｎｄ［１９９４１ｐ．２４２）。

　アメリカの ｓｏｃ１ａ１ｓｅｒｖ１ｃｅ 部門への政府介入の形態は，英国におけるＨｅａ１ｔｈ　ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｃａｒｅ

の準市場経済のそれに近似している 。１９６０年代，アメリカのｓｏｃｉａ１ｓｅｒｖｉｃｅ は官僚の管理する公

共部門によっ て資金が供給されていた。過去２０年問，国家は民問部門からサービスを購入するた

め競争入札を利用した。このように購買者と供給者の役割は分裂した。この変化を支持する議論
は， 英国における最近の議論と類似している。契約は政府供給の限界を克服することであり ，政

府供給の限界は過度に官僚的で，厳格な規制，政治上の拘束，そして消費者のｎｅｅｄｓ に対する非

感応により抑制されることである。民問の供給者はもっと革新的で，サービスの受益者にもっと

敏感であるから，契約はサービスの配分において品質と効率の向上を導くことになる。影響を受

ける部門の広さと多様さにもかかわらず，改革は多くの共通性を持っている。それらは，（・）購

買者と供給者の機能の分離，（ｂ）権限を個々の供給者へ委任，（・）資金供給メカニズムの変化，（ｄ）

購買者と供給者間の契約システムの創出，などを含む 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０２）
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　一般的にいっ て， サーヒス配分の官僚的メカニスムは ，ｑｕａｓｌ－ｍａｒｋｅｔｓ に基づく競争システム

に置き換えられる。標準的な市場とは対照的に，これらのシステムではサービスの供給は配分

（ｄ．１ｉ。。。ｙ）の点において自由であるように設計されている。貨幣の流れは最終消費者（生徒，患者

など）とサービスの供給者（学校，病院など）の問では変化しない。国家はサービスの資金供給者

としてその役割を保持するが，サービス供給の仕事は一組の統合された国有 ・国営企業から各種

の独占の供給組織（利潤目的でない組織，私企業，権限委譲された国有単位）へ移転される 。

　１９８０年代の民営化の動き（ｐｎｖ．ｔ。。。ｔ１．ｎ　ｄ．１ｖ。）の最も著しい側面の一つは，国家が生産と所有

から撤退するに従い，新しい規制が創出されたことである。国有産業が民間に売却され，新しい

世代のＯＦＴＥＩやＯＦＧＡＳのような規制制度が生まれてきた 。

　階層的組織の直接管理が公益を保護するための規制に置き換えられた 。

新しいｑｕａｓ１－ｍａｒ
ｋｅｔｓ はすべて管理された市場（ｍ．ｎ．ｇ．ｄｍ。。ｋ．ｔ。）である。それは，購買者の意

識的かつ慎重な「市場の創出」（ｃ・ｅａｔｌｏｎ　ｏｆｍａ・ｋｅｔｓ）である
。

　当該領域に新しい参入者をいかに最も上手に導入するか，あるいは伝統的な供給者を支持する

かどうかについての意思決定がなされる。この場合，購買者は市場を形成する際の唯一の要素で

はなく ，政策決定者もまた市場形成の一要素である 。Ｌｏｎｄｏｎ のＨ
ｅａ１ｔｈ 　Ｓ

ｅｒｖｌｃｅ におけるＴｏｍ －

１ｉｎｓｏｎ　Ｉｎｑｕｉｒｙ（１９９１年）は，この介入の最良の例を提供する。これは，１９３０年代の過剰設備の時

代に，中央政府が試みた産業の合理化を提起せしめる 。

　規制（。。ｇｕ１．ｔｉ．ｎ）の広い定義は，市場を編成するすべての試みを含む。即ち，価格と基準の設

定のみならず数量と資源配分決定を含む 。

　規制の狭い定義は新しい市場への参入者を通じてか，それともメカニスムの監査と監視を通じ

てか，晶質の管理と見なされる。核心は市場の管理でなくサービスの管理である 。

　公共部門におけるサービスの管理は，伝統的に供給者の監督の形態をとる。責任の取り方は階

層的であるが，購買者と供給者の分離とともに，この関係は破壊される。例えば，国民保健サ ー

ヒスのａｃｃｏｕｎｔａｂ１１１ｔｙは契約である。規制は ａｃｃｏｕｎｔａｂ１１１ｔｙの補足的道具として位置づけられる 。

即ち，規制は供給者の基準を維持することによっ て公益を保証する方法がある 。

　３）Ｑｍｓｉ－Ｍ趾ｋｅｔｓ の理論

　厚生サーヒスにおけるｑｕａｓ１－ｍａｒ
ｋｅｔｓ は， 改良された効率（ｍｐ．ｏｖ．ｄ　ｅ舶ｃ１ｅｎ．ｙ），反応，選択 ，

公平を達成することである。これらの事柄を実現するためには，次の条件を満足させなければな

らない 。

　¢ｑｕａｓ１－
ｍａｒ

ｋｅｔｓ では，多くの購買者と供給者が存在し，競争的（。。ｍｐ．ｔｌｔ１。。）であること 。

市場の一部に独占が存在すれは ，ｃｏｍｔｅｒｖａ１１ｍｇ　ｐｏｗｅｒ を行使するために別の独占の存在が必要

である 。

　　　供給者は第一義的に ＣＯＳｔについて，購買者は晶質について正確な情報に接近する必要が

ある 。

　　　不確実性に関係した取引の費用は，ｍｍｍｕｍに維持されるべきである 。

　＠　供給者は少なくとも部分的に財政上の考慮によっ て動機づけられ，購買者は使用者の利益

により部分的に動機づけられる。供給者は通常非利潤動機に基づく供給者であり ，その動機は明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０３）
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白でない。購買者は通常使用者を代表して行動する第三者であり ，その第三者の利益は常に使用

者と同じではない 。

　　　供給者あるいは購買者には，使用者を区別する誘因は存在すべきでない 。

　４）Ｑｕ３ｓ卜Ｍａｒｋｅｔｓ に対するもう一つのアプローチ

　１ ）文献回顧

　Ｆｅｒ１ｉｅ［１９９４１にとっ て， ｑｕａｓｉ－ｍａｒｋｅｔｓの別の興味深いアプローチが提示されている。この要

旨を紹介しておこう 。

　Ｆｅｒ１１ｅ は云う 。Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ について多くの最近書かれたものの理論的基礎を分析するなら ，

その大部分は標準的なミクロ経済学からか（Ｂ・ａ・１叫Ｊ ，Ｈｕｔｔｏｎ，Ｊ　ａｎｄ　Ｊｅａｖｏｎｓ，Ｒ［１９９０１Ａｍ１ｙ・ｍｇ

Ｈｅａ１ｔｈ　Ｃａｒｅ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ｔｈｅ　ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　ｃｏｎｔｅｘｔ　ｏｆ　ＮＨＳ　Ｗｈ１ｔｅ　Ｐａｐｅｒ　Ｐｒｏｐｏｓａ１ｓ，Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　ｏｆ　Ｙｏｒｋ　Ｃｅｎｔｒｅ

ｆ。。 Ｈ。。ｌｔｈＥ。。。ｏｍ。。。），新制度派経済学（Ｎ．ｗ　Ｉ。。ｔ．ｔ．ｕｏ。。１Ｅ。。。。ｍ１。。）のＷ１ｌ１１ａｍｓｏｎの路線に基

づいた取引費用の考え方（Ａ．ｋ 。， Ｍ， Ｇｕ．ｔ．ｆｔ。。ｎ，Ｂ ．ｎｄＷｌ１１。。ｍ。。ｎ，Ｏ　Ｅ［１９９０１Ｔｈ．６ｍ。。。ｎ．ｘｕ。。ｆ

ｔ。。。ｕ。。，Ｓ．ｇ。），かのいずれかから誘導される 。

　取引費用の考え方は，権力，イデオロギー， そして文化のような要素を無視するために組織社

会学（ｏ．ｇａｍｚａｔ１ｏｎａ１．ｏｃ１ｏ１ｏｇｙ）から長い間常に攻撃にさらされてきた（Ｐ。。。ｏｗ，Ｃ［１９８１１Ｍａ．ｋｅｔ。
，

Ｈｌｅｒａｃｈ１ｅｓａｎｄＨｅｇｅｍｏｎｙｍＶａｎｄｅｎ ＶｅｎａｎｄＪｏｙｃｅ，Ｗ（ｅｄｓ）Ｐｅｒｓｐｅｃｔ１ｖｅｓｏｎ Ｏｒｇａｍｚａ七〇ｎａｌＤｅｓ１ｇｎ

ａｎｄ　Ｂｅｈａｖｉｏｕｒ，Ｊｏｈｎ Ｗｉ１ｅｙ）

　そこでＦ
ｅｒ１１ｅ は， 以上のアプローチと異な って勃興しつつある経済社会学（ｅｃｏｎｏｍ１ｃ

。。。１．１．ｇｙ）の立場から ，ｑｕａｓ１－ｍａｒｋｅｔｓの分析に対して別の方法の提示を試みた 。

　新古典派経済学の市場は，群生する小さい企業や個人から成立している。しかし，現実の経済

生活は少数の大企業や複合企業によっ て支配されている。しかしながら，もっとも ｒｅ１ａｔ１ｏｎａｌ

ｔｅｍｓ で市場を観察すると数多くの重要なｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓ が得られる。個別の消費者と異なっ て買

い手としての会社はしばしば売り手と相互に影響し合う 。会社問の関係は，適応，責任，信頼そ

して衝突（・ｏｎＨ１・ｔ）の複雑な歴史を示している 。

　売り手と買い手の関係は，買い手相互問，売り手相互問の関係が重要であるように，一連の関

係（。。１．ｔｉ．ｎ。）が市場を形成する
。

　売り手と買い手の相互作用は，財 ・サービスの交換としてのみ展開されるのでなく ，重要な社

会的交換（。ｏ．１ａ１ｅｘ．ｈ．ｎｇ。）の過程を含む。社会的交換は不確実性（ｍ。餉。ｍｔｙ）を減らし，信頼

を打ち立てるのを保障する 。この成果カ偲誠を強調する価値体系（。。１ｕｅ．ｙＳｔ．ｍ）であるかもしれ

ない。これは，「家族の中で諸事を処理する」（
’ｋ．ｅｐ　ｔｈｍｇ．ｍ　ｔｈ．ｆ．ｍ１１ｙ’）傾向を持ち，それ故に

買い手が一旦この諸関係に閉じこめられてしまうと供給の新しい源泉を求めるのに相対的に不活

発になるかもしれない 。

　ｒｅｌａｔｉｏｎａ１ｍａｒｋｅｔは，次のような兆侯を持つ。相対的に小さなよく確立された売り手と買い手

が長期の契約あるいは継続的な購入に閉じこめられる。購買の意志決定は，情報のみならず信頼

のような ｓｏｆｔ　ｄａｔａ が基礎になる。これは必要なあるべきｈａｒｄ　ｍｆｏｍａｔ１ｏｎ を生み出すことを困

難にするかもしれない。それ故，「有名」ということが，供給者が取り引きする上での鍵となり ，

「無形の資産」（ｍｔ．ｎｇ１ｂｌ。。。。。ｔ）になる
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０４）
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　１１ ）社会的埋め込み（。。。１．１．ｍｂ．ｄｄ．ｄｎ。。。）

　「新制度派経済学」の仮定は，Ｇｒａｎｏｖｅｔｔｅｒ［１９８５１によっ て攻撃された 。

　経済取引は，取引 コストにおいて枠づけられされたよりももっと社会的に埋め込まれたものと

見なす必要がある。ここでは，分析は取引 コストよりも社会関係に向けられる 。

Ｗ１１１１ａｍｓｏｎ は取引を規制する統治システムと階層の役割を誇張すると ，Ｇ・ａｎｏ・・ｔｔ・・ 云う 。しか

し， 彼は経済生活が続いていくために必要な信頼を強調した。Ｇｒａｎｏｖｅｔｔｅｒ にとっ てのｒｅｓｅａｒｃｈ

ｐｒｏｇｒａｍｍｅ
は， 個人とクルー プの現実的具体的相互作用を追跡すること ，そしてこれらのネ ソ

トワークがいかに取引に影響して市場における価格を形成するかを考察することである
（Ｇｒａｎｏｖｅｔｔｅｒ ＆Ｓｗｅｄｂｅｒｇ［１９９２１）ｏ

　もう一つの問題は，このような埋め込まれた経済行動は時問の経過とともに変化するかどうか

ということである。これに対する一つの見方は ，目ｕ市場社会に埋め込まれた経済行動は，近代化

とともに自立的になると云うことである。近代化は市場化（ｍ・・ｋ・ｔ１・・ｔ１ｏｎ）と杜会的結ひつき

（ｓｏ・・ａ１ｔ１ｅ・）の減少に関係している（Ｐｏｌａｎｙ［１９５７１）。 しかしながら，Ｇｒａｎｏｖｅｔｔｅｒ ＆Ｓｗｅｄｂｅｒｇ

［１９９２１は，近代的な市場においてさえ社会関係のパターンが依然として経済取引を形成する ，と

する 。医療のようなｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａ１ｓｅｒｖｉｃｅ においてさえ，名声という情報が組織的そして職業的

ネットワークを通じて伝達され，市場における位置の確立に決定的となる 。

　準市場についての鍵になる問題は，契約の導入に対する組織間の行動パターンが及ぼす長期的

な効果に関係している 。

　契約は社会関係の原子化（。ｔｏｍｉ．ａｔｉｏｎ）をもたらすだろうか？ 。

　Ｍａｃｎｅ１１のような法社会学者は，契約の古典派，新古典派，そして ｒｅ１ａｔ１ｏｎａ１な形態を区別し

た。 関係的契約（。。１。七〇ｎ．１．ｏｎｔ。。。ｔ）の発展は，契約の期問の長さと複雑性から起こるものと見な

される。契約は歴史と規範を持った社会関係の中にますます埋め込まれるようになる。社会学の

純粋主義者は，「関係的契約」は殆と言葉の意味において矛盾である，とする。なぜなら，密接

な諸関係において信頼という普及した社会的規範と互恵性は，継続的な取引の再構築手段として ，

契約に置き換わる。けれとも ，Ｍａｃｎｅ１１は法律が関係の構築を促進すると主張する。何故なら ，

法律は無数の過去の契約を基礎とした契約行為の内部的外部的価値を通じて協調を育成するから

である，とする 。

　１１１ ）制度的埋め込み（ｍ．ｔｌｔｕｔ１．ｎ．１．ｍｂ．ｄｄ．ｄｎ。。。）

　市場は社会的に埋め込まれているのみならず，制度的に埋め込まれている。このことは我々の

研究を社会的ネ ットワークのミクロ的レベルの分析から，経済制度のマクロ ・レベルヘと仕向け

させる。制度とは個人及び政治的関係が凝固した社会的ネ ットワークである 。

　５）小野説との相違

　イギリスで標準的に理解されている「準市場」とは，福祉国家時代の公共部門の各種サービス

の供給における官僚的メカニズムに市場という要素を導入することによっ て， それらの効率を良

くすることを目的としている。しかし，公益を保障するために，政府の規制は供給者の質の基準

を維持するために残されている。一般的な次元に直して云えば，供給面での官僚メカニズムの長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０５）
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所と，市場メカニズムの長所を取り入れたものだと云えよう 。この面では ，， 私の提唱する「準

市場」の定義とは，ある面で共通性がある 。

　私の云う「準市場」は次の二つの命題を持った，いわば社会経済システムに関わる ｃｏｎｃｅｐｔで

ある 。

　第一の命題は，東アジアでは，政府は市場を形成し，長期的また積極的に市場に介入してきた

経済である。新古典派経済学では政府の介入は，あくまで市場を補完するものとして認めるので

あり ，政府介入の位置づけは消極的なものである 。

　また，ケインズ経済学は，景気循環対策として政府の市場介入を承認するものであ って，その

介入は短期的な有効需要管理政策である。ケインズシステムは混合経済システムを構成する。ケ

インズは景気対策として公共投資を重視したが，産業の国有化や政府による個別企業への援助に

反対した。２の４）で説明したように，ケインズは産業政策の理論を持っていたので，前期ケイ

ンズの経済思想を再考察しなければならない 。

　これに対して，東アジアの政府は，市場の形成と主に供給面から市場に積極的かつ長期的に介

入して，経済発展，工業化を図ってきたのである。このタイプの経済システムを，新古典派型や

ケインズ型の混合経済システムと区別してｒ準市場」（ｑｕ・・１－ｍ・・ｋ・ｔ・）経済と呼んで，両者を区別

した。この区別は，政府と市場の関係を考察するとき ，些細な区別でなく ，非常に重要な区別で

ある 。

　この命題は，明治期の日本が発展途上国であったということからきている。発展途上国では市

場は未形成で，工業化の技術と資金が不足しており ，政府と力による市場の形成と政府の技術導

入政策さらに金融政策が不可欠であるからである 。

　経済的交換には市場的交換と非市場的交換がある（Ｇ　Ｍ　Ｈｏｄｇ．ｏｎ［１９８８１ｐ１７７）。 これが第二の

命題である 。準市場（ｑｕａ．１－ｍ。。ｋｅｔ。）は非市場的交換である。現代の市場経済では準市場
（ｑｕａ．１－

ｍａ．ｋｅｔ。）の領域は予想される以上に大きい 。

　自由市場と準市場の比率は国によっ て異なる 。

　日本や東アジアに非市場的交換の比重が大きいのは，東アジア特有の社会的ネ ットワークが存

在しており ，経済取引が社会的文脈の一部として埋め込まれているか，あるいはその反映である

非市場的取引が大きな比重を占めているからと云えよう 。

４． ケインズの産業政策論とｒ準市場（Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ）の経済学」

　ケインズを『般理論』以前を初期ケインス，それ以後を後期ケインスとすれは，ケインズの

産業政策論は前期ケインスの見解であり ，しかも『貨幣論』直前のケインスということになろう 。

　最近，ケインズは，産業政策の理論的創始者だといわれている（金森久雄編［１９９６１ｐ１９１）。

　長期の経済発展には，普通の財政 ・金融政策を超えた産業政策¢　潜在的に高い輸出と技術

の能力を持つ産業に対する計画的奨励（ｄｅ１１ｂｅ．ａｔ．ｅｎｃｏｕ。。ｇｅｍｅｎｔ），　　公共投資のみならず，民

問投資に対する積極的な指導と誘導（ｐｏ．１ｔ１ｖｅ　ｇｕ１ｄａｎ。。。ｎｄ　ｄ１．ｅｃｔｌｏｎ）が必要である
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０６）
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　以上は，Ｎ１ｃｈｏ１ａｓ　Ｋａ１ｄｏｒ が１９８３年，ケインスの産業政策について議論している内容である
（Ｗｏ。。ｗ１．ｋ＆Ｔ。。。１ｔｈ１．ｋ．ｄ。， １１９８３１ｐｐ２７－２８）。 Ｋａ１ｄｏｒ はさらに「不幸にも ，英国では，１００年あ

るいはそれ以上，自由放任主義哲学（１．ｉ。。。。一ｆ．ｉ。。ｐｈｉ１。。。ｐｈｙ）の支配が，この種の国家の指導は

　般的に不愉快な（ｄ。。ｔ。。ｔ．ｆｕ１）で非効率であるとみなされてきたことを確認してきた」（ １ｂ１辻ｐｐ

２７－２８）という
。

　それではケインス自身が，彼の産業政策論を含めて政府の役割をとのように考えていたのかを

箇条書にあげておこう 。

　¢　各産業は自らの状況についてあまり知 っておらず，各産業の情報収集の無駄と非能率を回

避するため，産業的知識を大量に収集すること 。これは政府の計画的な仕事である。なんらかの

種類の上からの統制と有用な介入をおこなうための最初の条件は，それの知識をもっ ていること

が前提である 。

　　収集された産業知識を周知徹底させる責任を持っていること 。

　　　産業の災厄や非適応に対して前もっ て対策を用意しておく 。

　＠　莫大な数の私的投資家が，適切な程度の知識と安全性を持ち，国の繁栄に最も役立つ方向

に， 彼らの貯蓄を投資することができるようにする責任を引受けること 。

　　　金融的利害と産業活動との間のより大きな協調のための日常的な責任を持つこと 。

　＠　国家と私企業の間で新たな協力関係のあらゆる種類の実験をする用意をしなければならな

い。 その解決法は国有化でなく ，無統制の私的競争関係でなく ，公共と民問の２つの世界の点を

最もうまく結合させるための試みをおこなうこと 。

　¢　サラリーマンによっ て運営される大企業は，十分な程度の権限の分散を持っており ，政治

家がそれらを正しく取り扱うならば，大企業の利点と国有化から期待される利点との両方を最も

うまく結合するための模範的な方法となりうる 。

　＠　大企業グルー プの賃金の規制。賃金の決定は民問だけに任せておくことはできない 。

　　　労働に対する需要がどこにあるのか，どのような種類の訓練が必要なのかを調べ，その対

策をたてること 。

　＠　個人が自分だけでは絶対無力であるようなすべての行動分野において中央からの意識的規

制。

　ケインスは自由主義を信奉する故に，新たな自由王義のために政府は以上のような仕事をしな

ければならないと考えている 。

　短期の景気対策として政府の積極的役割を認めたケインズの有効需要論は現代経済学では共有

財産になっ ている。しかし，長期視点から，上述のような産業政策論における政府の積極的役割

についてのケインズの議論は今まで知られていない。が，この点が，長期の経済発展のための政

府の役割を強調する私の『準市場（Ｑｕａ．ｉ－Ｍａ．ｋｅｔ。）の経済学』と結びつく 。

（２０７）
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５． ｒ準市場（Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ）の経済学」とＦｒｅ１ｄｒ１ｃｈ　Ｌ１ｓｔの経済学

　東北アジアの日本，韓国，台湾では，生産力を発展させるために準市場経済という経済システ

ムを結呆的に創出した 。

　経済を発展させた駆動力は，一方で政府の輸出振興政策，租税特別措置，特別償却，個別産業

（化学，機械，電子，鉄鋼，海運，石炭，肥料など）に対する助成（利子負担，特別金利子の適用，金利支

払猶予，許認可政策など）によっ て戦略産業部門の保護 ・育成の方法と ，他方で，産業政策の対象

にならなかったその他の製造業に分類される楽器産業，流通，スーパーなどの新興民問企業群の

成長であ った。産業政策の対象にならなかったが経済発展の重要な役割を果たした民問の企業群

を無視することは誤りである。しかし，日本の産業発展はこれらの政府の力を借りない民間企業

だけで発展したものでない。戦前 ・戦後の日本では，重化学工業部門の成長は大きく政府の保

護・ 育成に依存していた 。

　このような政府の保護による産業の発展を主張した先駆者は，経済学史上ではＦ．リストであ

った。同時に，リストはヨーロッパ広域経済圏の建設を主張した先駆者でもあ った 。

　ここに「準市場（Ｑｕａ．１－Ｍａ．ｋｅｔ。）の経済学」とリストの経済学が結ぴつく 。

　リストは，古典派経済学の価値理論に対して自己の理論を生産力理論と位置づけた。リストに

よれば，価値理論がいうように現在の利益を追求すればよいのではなく ，現在の物質的財貨や利

益を犠牲に耐えて工業生産力を発展させるためには，保護関税が必要である。しかし，価値理論

は， 産業保護のための関税は国民を犠牲にした独占であると見なす。勿論リストは，古典派経済

学の価値理論を十分に肯定している 。

　Ｌ１ｓｔは保護主義と関税同盟の概念を１８２０年代のアメリカ合衆国から学んだ。彼はアメリカ滞在

中（１８２５～３２），アメリカにおける保護主義と自由貿易王義の論争から経済学を学ぴ，それをヨー

ロソパのｃｏｎｔｅｘｔの中に導入したのである。この意味でＬ１ｓｔをドイツの経済学者と考えることは

できない（Ｔ．１ｂｅ［１９９５１ｐ４４）。 Ｌ１ｓｔの１ｄｅａの源泉は，Ａｄａｍ　Ｍｕ１１ｅｒ　Ａ１ｅｘａｎｄｅｒ　Ｈａｍ１１ｔｏｎ，

Ｄａｍｅ１Ｒａｙｍｏｎｄであるが，とくにアメリカ合衆国初代財務長官のＨａｍ１１ｔｏｎ（１７９１年のＲｅｐｏ．ｔ　ｏｎ

ｔｈ．Ｓｕｂｊｅ．ｔｏｆＭａｎｕｆａ．ｔ皿。ｓ は有名である）はＬ１ｓｔの精神的父（。ｐ１．１ｔｕａ１ｆａｔｈｅ。）といわれている

（Ｔ．１ｂｅ［１９９５１ｐ４７）。 Ｓｍ１ｔｈとＬ１ｓｔの政策上の相違は，１８世紀と１９世紀の間の国際経済秩序の問

の相違である 。１８世紀は，自然資源と人口を基礎にして貿易が国際経済の構造を方向づけたが，

１９世紀では，国民経済の間の競争は新生産技術へのａｃｃｅｓｓ とその利用に依存しており ，この構

造は連続的な生産技術の変化と分配によっ て変化した（Ｔｒｉｂｅ［１９９５１ｐｐ．６１－６２）。

　日本 ・韓国そして台湾の経済発展で，政府の果たした産業保護の役割は大きい。この意味でリ

ストの保護政策思想を継承している 。

　Ｊ　Ｒ　ＭｃＣｕ１１ｏｃｈ（１７８９－１８６４，Ｐｒｏｆｅｓｓｏｒ　ｏｆ　Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ　ａｔ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　ｃｏ１１ｅｇｅ）は，Ａｄａｍ

ＳｍｔｈやＪ　Ｂ　Ｓａｙの教えにもとづいた経済学にｒ価値の理論」（ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　ｖａ１ｕｅ）という名称を与

えた 。

　森嶋通夫は，立命館大学国際関係学部大学院の１９９７年度後期集中講義の中で，次のような興味

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０８）
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ある指摘を行 った 。

　生産力理論としてのＬｉｓｔの国民経済学と古典派経済学 ・マルクス経済学 ・新古典派経済学と

の問の相違は，労働価値説としてのマルクス経済学と主観価値説としての近代経済学の間の相違

より大きい。この視座で見ると ，労働価値説と効用価値説の差は，問題にならないくらい小さい ，

と。

　小林昇『東西リスト論争』は，リストの価値の理論と呼ぶものは，労働価値説と主観価値説と

いう場合の価値論でなく ，交換価値分析から始まる経済理論のことである（ｐ．１８），と述べてい

る。 しかし，我々は，その後の各学派における経済学を具体的論理的に考察すれば，次のように

理解することが可能になろう 。即ち，商品の交換価値とは，その商品の価値と他の商品の価値と

の相対的関係である。つまり ，２商品の交換比率である。交換比率は相対価格のことであるから ，

リストの云う「価値の理論」とは，相対価格の分析をする経済学のことになる。新古典派経済学

の核心は，相対価格の決定理論である。新古典派経済学は主観価値説である。労働価値説である

古典派経済学もマルクス経済学も商晶の相対価格の理論である。このように理解するならば，古

典派経済学，マルクス経済学そして新古典派経済学もリストの云う「価値の理論」ということに

なる。また，これらの各経済学は，リストの云う「生産力理論」が欠落していることはいうまで

もない。それ故，これまでの経済学の歴史は，生産力理論と価値の理論という２つの路線の対抗

関係として理解することが出来る 。

　この意味で，「準市場の経済学」は主に，生産力理論の路線に属する 。

「欧米の先進国起源の理論」に対抗して，アルゼンチンの経済学者Ｒ．Ｐｒｅｂｉｓｈは，第二次大戦争

後に低開発国側の学者として初めて，古典派 ・新古典派の国際分業論を批判した 。

　Ｓｅｅｒｓ［１９８３１（非正統的であるが尊敬されているｄ１ｓｔｍｇｕ１ｓｈｅｄ　ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ｅｃｏｎｏｍ１ｓｔであ った）は
，

ＰｒｅｂｌｓｈがＬ１ｓｔからの影響を受けたと直接彼にいっ たと云 っている（Ｐ５２）。 Ｐｒｅｂ１ｓｈは，第一次

産品の交易条件の慢性的悪化傾向に基ついて ｎａｔ１ｏｎａ１１ｓｔ　ｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓ を持った命題を展開した 。

　ｒ自由貿易帝国王義」への対抗者としての福沢諭吉の経済思想には，スミス的側面とリスト的

側面が混在していた 。

　Ｌｉｓｔの『政治経済学の国民的体系』は，保護貿易論者である大島貞益によっ て『李氏経済論』

として明治２２年翻訳された。明治日本においては，早くも明治１２－１３年にかけて田口卯吉（スミ

スの支持者）と犬養毅（リストの支持者）との間で自由保護貿易論争が行われた 。

　まっ たくといっ ていいほど知られていないが，前田正名の明治１７（１８８４）年に起草された『興

業意見』（Ｒ。。。ｍｍ．ｎｄ．ｔ１ｏｎ．ｆ。。 Ｅ．ｏｎｏｍ１． Ｄｅｖｅ．ｏｐｍ．ｎｔ）は世界最初の経済発展１０カ年計画であ った

（Ｉｎｕｋ．１．ｎｄＴｕ。。ｍｇ［１９６７１ｐ５１）。 また，今日の産業政策論あるいは開発経済学の原型である。前

田正名『興業意見』は，巻１　綱領から巻２９　方針２までは，大蔵省編纂　大内兵衛 ・土屋喬雄

校（１９６４）『明治前期財政経済史料集成』（明治文献資料刊行会版）第１８の１と２から第２０巻４分冊

に収録されている。豊富な国際比較統計を持った合計約３０００頁ほどの走大な量の本である 。

　前田は『興業意見』の編纂の目的と構成について次のように述べている 。

　ツラ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オト

　「熟々思フニ我国ノ土地人ロハ敢テ欧洲ノ強国二遜ラザルナリ 。而シテ維新前ヨリ幾千万余ヲ

費シテ開明国ノ制度文物ノ輸入ヲ務ムルモ，海外諸強国ト対等ノ地位二立ノコトヲ得サルモノハ

何ソヤ。海関税権ノ恢復セザルルニ因ルカ ，将タ治外法権ノ撤去セザルニ由ルカ ，抑モ又法律ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０９）
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完備セザルカ為メカ。余ノ見ル所ヲ以テスレバ是レ対等ノ実カヲ有セザルカ為メナリ 。故二日本

ノ日本タルベキ目的ヲ達スルハ我カ農工商ヲシテ強国ノ農工商ノ地位二進マシムルニ在リ 。之ヲ

為ス如何。先ツ我カ農工商ノ地位ヲ詳細二知了シ，次二其将来ノ進歩ヲ図ルヲ要ス。是ヲ以テ余
　　　　　　　　　　 ハジメハ案ヲ立テ草ヲ起シ，首二我カ農工商ノ現況ヲ述べ其ノ原因ヲ究メ ，次二内外ノ参考ヲ附シ ，

中コロ殖産興業二要スル精神ヲ論ジ，国カノ現在ヲ察シ其将来ヲ考へ，終リー 興業方針ノ大意ヲ

叙ス」（前田正名［１８９２１附録ｐ．４）。

　前田は，欧米先進国と「対等の実カヲ有シテ騨立ノ地位二達シ，独立国ノ体面ヲ全フスル」

（同上，Ｐ．１３）には，ｒ其物二問フテ国運進歩ノ針路ヲ知ルニァルノミ」（同上，Ｐ．１２）であるとす

る。

　前田は，また当時の自由 ・保護貿易論争を批判して次のようにいう 。

　「世人動モスレバ，我国ノ産業ヲ論ズルニ当リ区々学理ノ末二馳セテ，其国柄ノ如何ヲ顧ミズ

日保護，日放任，議論百出其甚キハ産業ノ発達ヲ理論ノ規矩二準拠セシメントスルモノアルニ至

ル。 鳴呼何ソ誤マレルノ甚キヤ学理ニハ国ノ境域ナク産業ニハ特殊ノ国柄アルヲ知ラザルベカラ

ス」（同上，Ｐ４６）。 経済を発展させようとすれば，ｒ国土ノ位置，国民ノ気質，知識ノ浅深，風土

ノ差違，民カノ厚薄，時勢ノ変遷，物産ノ種類等」（同上，ｐ４５）が関係しているとする 。

　中国では，馬寅初（毛沢東時代に彼の人口論が批判され，北京大学学長を解任され，郵小平時代に名誉

回復される）が，１９２２（中華民国１１）年５月中国大学商学研究会で「マルクス学説とリスト学説の

うち，いずれが中国に適しているか」という講演を行 って，当時の中国の現状ではマルクスより

リスト学説が妥当であるとした 。

　１８００年から１８４０年のドイッは４分５裂の状態で当時の中国の各省と全く同じ状況であ った。プ

ロシャだけで８７箇所の貨物の内地通関税があ った。中国では全国で貨物の内地通関税の数は７００

余あり ，その弊害は大きかった 。

　ドイツでは，当時国境関税にはあまり注意が払われず，輸入税の類の規定はほとんどなかった 。

それ故製造品の輸入は多く ，国内の当該産業は不振であ った。当時中国も同じで，輸入税は従価

５分で，実際は３分であ った。日用品，著修品，禁輸品の課税には区別はなかった。さらに奇妙

なことに外国商人の国内通行には障害はなかった。ドイッの紡績業者は，アメリカからの安い輸

入品に対抗できずに政府に保護政策を求めた。当時の世界の紡錘は，イギリス５ ，７００万，アメリ

カ３ ，７００万，インド６００万，日本４００万，中国１４０万で，中国の紡績工場の紡錘は非常に少なく ，紡

績業を発展させるためには政府の保護政策が絶対必要であ った。当時の中国の解決すべき問題と

して，貨幣制度，公債市場，国際貿易などが重要なものであ った。さらに，問題は，（１）如何に

して実業を発展させるのか，（２）如何にして軍閥を駆除するのか，であ った。富者も貧者も軍閥

の被害を受けており ，当時多くの知識人や学者の支持を集めた社会主義の主張である資本家と労

働者の問の問題でなかった，というのカ嘱寅初のするどい現実認識であ った 。

（２１０）
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６・ 準市場（Ｑｕａｓ１－Ｍａｒｋｅｔｓ）と準内部組織（Ｑｕａｓ１－Ｉｎｔｅｍａ１Ｏｒｇａｍｚａｔｌｏｎ）

　「この準内部組織（ｑｕ。。１－ｍｔ．ｍ．１。。ｇ．ｍ。。ｕ．ｎ）」は，市場経済の一部であり ，そしてそれに埋め

込まれているという点において中央集権的な計画経済（ｃｅｎ位ａ１１ｙ　ｐｌａｍｅｄ　ｅ．ｏｎｏｍｙ）とは異なる
。

この準内部組織はまた，政府が経済の一部分（ａ　ｓ・ｂ・ｅｔ　ｏｆｔｈｅ　ｅｃｏｎｏｍｙ）を管理することに直接関

わり ，そして準内部組織は経済の重要な部分を構成する，という点において，Ａｎｇ１ｏ－Ａｍｅｒ１ｃａｎ

’ｆｒｅｅ－ｅｎｔｅｒ
ｐｒ１ｓｅ’経済とも異なる」（Ｊ　Ａ　Ｒｏｕｍ・…ｔ・ｎｄＳ　Ｂ…，

・ｄ・［１９９２１Ｐ１６２）

　内部組織とは，経済システムにおいて企業とか研究機関というような組織を持つ主体を考え
，

その組織を内部と外部とに分かつ境界が存在する場合，その内部側の組織という意味である。経

済システムを企業と市場の二分法でとらえるならば，内部組織は企業で，外部組織は市場である

（今井 ・伊丹 ・小池，ｐ
．３）。

　「準内部組織」とは，日本の下請けや系列会杜がその例で，それらは本社からの役員派遣，ミ

ドルの出向等によっ て本社との情報伝達の密度が高く ，内部組織と同じ様な情報が入り ，また ，

市場環境に応じて生産量や在庫の調整にある程度応じられるという意味で，内部組織と市場の両

方の長所を持っている中問組織である（今井 ・伊丹 ・小池，ｐ．４０）。 取引関係から見れば，それは

市場取引と組織的取引との中間的なもので，実質的には継続的な取引になっ ているが，原理的に

はいつでも退出できる取引である（今井 ・伊丹 ・小池，ｐ
．１５６）。

　内部資本市場の例として，企業のオーナー経営者による資本拠出，企業の資金調達が市場メカ

ニスムを経由することなしに企業の内部留保資金による新規投資，総合商社クループ内の非市場

的な資本取引である商社金融がある（今井 ・伊丹 ・小池，ｐ．１０６）。

　政府と企業の問は中問組織の一つの形態であるが，公団 ・公社 ・公庫などは準政府（Ｑｕ。。ｉ－

Ｇｏｖ。。ｍ．ｎｔ）であり ，出資，融資，補助金，長期契約，免税措置，許認可なとを通じて政府と関

係を持ち，関係の程度に応じて政府の監査を受ける伝統的な政府関係機関である。政府の指示な

いし契約にしたが って，公共的な仕事に携わ っている民問の事業主体が準民問
（Ｑ。。。、一Ｎ。。一Ｇ。。。ｍ。。ｔ）である。日本の第ニセクターがそれである（今井伊丹小池，ｐ１３１）。

　東アジアの産業化は国家主導によっ て成功したという視点からすれば，その一つは，政策決定

過程における政府と大企業との密接な協調関係において具体的に示される 。

　Ｌｅｅ　ａｎｄ　Ｎａｙａ［１９８８１は，上述の政府と大企業の密接な協調関係を東アジア国家の最も重要な

要素とみなしている 。

　この視点からは，政府と大企業との密接な関係では国家を「準内部組織」（ｑｕ。。１－ ｍｔ．ｍａ１一

・・ｇ・ｎ１・・ｔ１・ｎ）に転換する，と考える 。

　それでは，ＱＩＯは如何にして作動するのか。それは，１）「内部資本市場」，２）法人部門との

長期的な結合における精妙な関係，の二つの形態を通じて行われる 。

Ｗ１１１１ａｍｓｏｎ によると ，高い取引費用と不完全競争市場が存在している場合，企業金融は内部

資金を使用する傾向がある。それ故，企業はｍｔｅｍａ１ｃａｐ１ｔａｌ　ｍａｒｋｅｔとして行動する 。

　同じように，発展途上国の場合に資本市場が未発達であるから，国家は開発金融のために金融

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１１）
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システムを管理し規制する。このように，国家は広大な「内部資本市場」として作動することが

出来る。国家は各産業部門に信用を供与する際に，自由裁量を行使することが出来るので，国家

は相当なテコの役割を果たしている 。このようなｆｒａｍｅ－ｗｏｒｋにおいて，国家は金融システムの

管理と規制を通じて，ＱＩＯとして行動する。長期の精妙な ｎｅｔｗｏｒｋとしてのＱＩＯの観念は ，

東アジアにおいては同じ学校出身であるというような共通の背景を持つ人々が，国家や民間部門

の代表者として導出される 。

　これは，国家の代表者と民問部門の代表者の非公式な結びつきの発展の基礎を提供する。これ

らの結ぴつきは，審議会のような制度によっ て強化される 。

　政府当局者は金融システムを通じて民間部門に影響を行使する。ＱＩＯが ｎｅｔｗｏｒｋ国家として

作動する場合，民問部門と公共部門の間には各種の非公式，公式の制度上の協調システムが存在

する 。

　ＱＩＯ　ｐａｒａｄ１ｇｍの支持者は，ＱＩ０は経済政策形成の見地から効率的であるとしている 。ＱＩＯ

が政策形成において何故効率的であるのかということを正当化する方法として，１）集合行為

（ｃｏｌ１ｅｃｔ１．ｅａ．ｔ１ｏｎ），２）Ａｘｅ１ｒｏｄによるゲームの理論の合理性，３）Ｗ１１１１ａｍｓｏｎの取引 コスト経済

学， の三つのアプローチである 。

　１）０１ｓｏｍａｎ の「分配連合」（ｄ１。位１ｂｕｔｌｏｎａ１．ｏａ１．ｏｏｎ。）が広範囲な基礎を持って組織されるなら

は， それはゼロサムゲームでなく ，私的利害と社会的利害が調整される。広義の「分配連合」で

は， 社会的生産物が大きければ大きいほど，広範囲な利益集団にとっ て利益になる。それ故，私

的利益を犠牲にして社会的利益を優先するｍｃｅｎｔ１ｖｅ が存在する。ＱＩＯはこの古典的な例である 。

　東アジア諸国が，ｒｅｎｔ－ｓｅｅｋｍｇの行動の荒廃に抵抗できるのはこのためである 。

　２）はゲームの理論の基礎的原理を東アジアの文脈への適用である。ゲーム理論の根本的教義

は， ｐ１ａｙｅｒ が相互に競争するとき ，ｐ１ａｙｅｒ が相互に協調することから得られる成果が大きく ，

個人の成果は逆説的に１ｅｓｓ　ｐｒｏ趾ａｂ１ｅ である。囚人のティレンマである。もし ，ｐ１ａｙｅｒ が何回も

繰り返しゲームに参加すれば，ｐ１ａｙｅｒの問に協調行動が出現するであろう 。このゲームの理論

的１ｄｅａ はＱＩＯのための明確なｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎ である。ＱＩＯの代表者は社会の支配的なＰ１ａｙｅｒ であ

る。 この支配的なｐ１ａｙｅｒ の問で繰り返される相互作用は，信頼と協調の雰囲気を誘発する。こ

のことは，経済発展の協議事項に実質的な同意を許す。同時に，このことは，ＱＩＯに杜会の圧

力から自由になることを許す 。

　３）取引 コストが遍在している場合，市場の失敗は普通である。企業のような内部組織は市場

の失敗への反応である。企業組織は取引 コストが削減されるとき ，企業は市場取引を内部化する 。

この意味で，企業のような内部組織は市場よりもっと効率的である 。

　技術移転のような複雑な交換のための取引 コストは限定合理性（ｂｏｍｄｅｄ　ｒ．ｔ．ｏｎ．１１ｔｙ）と機会主

義的行動（。ｐｐ。。ｔｍ１．ｔ。。 ｂ．ｈ。。１．ｕ。）に起因している。限定合理性は，個々の経済主体はあらゆる

可能な偶然的事項を理解し予見する能力は限定されているということから来ている。機会主義的

行動は，契約団体は情報の非対称性を悪用して自己の利益を獲得しようとすることに関係してい

る。

　Ｗ１ｌ１１ａｍｓｏｎ は， 企業は内部組織の構図をＭ型構造に変えることによっ て組織の失敗に答える

と議論した。Ｍ型企業の特徴は，以下のように要約される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１２）
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　¢　Ｍ型企業は一組の準独立的事業部を監督する総合本社（ｇ．ｎ。。。１。伍。。）を持つ
。

　　　総合本社は，主に，計画，評価，統制にかかわる戦略的決定に携わる。日常的な事業決定

は， 事業部（ｏｐ。。。ｔｍｇｄ１．１．１０。。）ないし準企業（ｑ。。。１丘ｍ。）に割り当てられる 。

　　　総合本社は，この戦略的決定の機能を果たすために，資金を競合する事業部に配分すると

いう意味において，「資本市場」の役割を果たす 。

　　　総合本社の内部資本市場の役割は，内部監査や誘因（サラリー ボーナスなと）によっ て支

持される 。

　　　各事業部の会社への貢献は，利潤によっ て測定され，トッ プは利潤をべ一スに成果を判定

する事が出来，総合本杜の内部資本市場の効率性が図られる 。

　＠　総合本社を日常業務から分離することによっ て， 総合本社の管理者達は各職能部門の問題

に心を奪われることなく組織の全体的な成果に関心をおくよう ，心理的コミットメントが与えら

れる 。

　¢　結果として生じる構造は，合理性とともに相乗効果（。ｙｎｅ．ｇｙ）をもたらす。即ち，全体
（ｔｈｅ　ｗｈｏｌｅ）は部分の和（ｔｈｅ　ｓｕｍ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｐａｒｔ。）より大きい

。

　このＷ１１１１ａｍｓｏｎのＭ型企業の仮説は，Ｍ型企業は，市場とＭ型企業に沿って編成されない

企業の両者より効率的である，という根本的命題を導く 。

Ｃ　Ｈ　Ｌｅｅ なとによるＱＩＯ　ｐａｒａｄ１ｇｍは，Ｗ１１１１ａｍｓｏｎの企業理論の東アジア国家への適用を試

みる。総合本社の役割は，政策当局者の役割に等しく ，ヒジネスグループの役割は事業部が相当

する 。

　したがって，ＱＩＯとＭ型企業の同等性を前提することによっ て， ＱＩＯは経済成長を達成す

るのに効率的であることを証明したことになる 。

ＱＩＯはＷ１１１１ａｍｓｏｎ によっ て明確にされた取引費用経済学に訴えることによっ て正当化された

ものであるが，Ｗ１１１１ａｍｓｏｎのこのＭ型企業の仮説は，他の企業組織に比較して優れた成果を得

たというｅｖｉｄｅｎｃｅ は強固でない 。

　政府は資本市場の市場メカニスムを経由することなしに，資金を大企業やそのグループに供給

するという意味において，国家は「内部資本市場」とされているが，Ｌｅｅの分析は私の云う ，非

市場取引，即ち準市場取引の一例である 。Ｌｅｅの分析は，国家の役割が何故内部資本市場として

成長のエンジンとなるのかの説明が欠落している 。

　それは第一に，東アシア諸国の発展途上国では，資本市場の育成が困難でなかなか進まないか

らである。発展途上国であ った明治期の日本も ，株式市場や債券市場はまだ未成熟であ ったから ，

工業化に要する大量の資金は最終的には，日銀信用に支えられた銀行信用に依存せざるを得なか

ったからである。第二に，東アジア諸国には人問関係の親和的ネ ットワークがより濃密に社会に

張り巡らされているからである 。

　貸出市場の比重が支配的な金融システムはローン型金融システム，証券市場が支配的な金融シ

ステムはポンド型金融システムと呼ばれている 。

　ローン型金融システムの下における貸出市場の貸出金利は，相対交渉を通じて決定される相対

型取引システムである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１３）



　３８　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

　相対型取引金融システムの下では，（・）企業の資金調達は貸出市場を経由して行われるから ，

ｃａｐ１ｔａ１ｍａｒｋｅｔは補助的地位を占める 。（ｂ）ｈ１ｇｈ　ｐｏｗｅｒｅｄ　ｍｏｎｅｙの供給は，中央銀行の貸出とい

う形式を取って行われる 。（・）政府 ・中央銀行は非強権的に金融機関に介入して選別的資金配分

を行うことが出来るから，相対型取引金融システムは産業政策と親和的なシステムである。この

ようなシステムは，社会に通底している濃密なネ ットワークの一つのシステムとしての表現形態

である 。

　Ｌｅｅ は， 国家を内部資本市場という形態で把握し，企業の資金調達という重要な事柄を議論し

ているが，労働市場や労使の慣行，さらに企業システムを除外して，経済システムの一部分とし

ての準内部組織を考察しているに過きない。私の準市場（Ｑｕａ．１－Ｍａｒｋｅｔｓ）は経済システムとして ，

また経済発展様式としてのそれである 。
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　　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｍａ１Ｏｒｇａｍｚａｔｌｏｎ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒ
ｋ， Ｔｈｅ　Ｆｒｅｅ　Ｐｒｅｓｓ

　　（浅沼万里，岩崎晃一訳［１９８０１『市場と企業組織』日本評論社）

Ｗ１１１１ａｍｓｏ叫Ｏ　Ｅ［１９８６１Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｏｒｇａｍｚａｔ１ｏｎ，Ｌｏｎｄｏ叫Ｗｈｅａｔｓｈｅａｆ（井上薫　中田善啓監訳［１９８６１

　　『エコノミッ ク・ オーガニゼイシ ョンー取引 コストパラダイムの展開』晃洋書房）

Ｗｏｒｓｗ１ｃ ｋ， Ｄ＆Ｔ
ｒｅｖ１ｔｈ

１ｃ
ｋ， Ｊ， ｅｄｓ［１９８３１Ｋｅ岬ｅｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｍｏｄｅｍ　Ｗｏｒ１ｄ，Ｃａｍｂｒｌｄｇｅ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍ －

　　 ｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ

＊　董輔祀先生（北京大学教授，中国杜会科学院経済研究所名誉所長，立命館大学経済学部１９９８年９～１０

月客員教授）より ，北京大学図書館所蔵の稀観本『罵寅初講演集』所収の ‘馬克斯学説，李士特学説二

者宜於中国’（１９２２年）のゼロッ クスコピーを送っていただいたことをここに記し謝意を表しておき

　たい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１５）
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